
除雪車両基地（西棟）解体工事  特記仕様書 章

・ 測定１
所在地（km） ・ 測定２

北村山郡大石田
町大字鷹巣字南
原48-10（5.4㎞）

・ 測定３

北村山郡大石田
町大字鷹巣字南
原48-10（5.4㎞）

・ 測定４

・ 測定５

・ 測定６

・ 測定７

北村山郡大石田
町大字鷹巣字南
原48-10（5.4㎞）

・ 測定８

・金属類

手作業 手作業、機械作業併用

⦿建築設備の取り外し ・ ・（理由：            ）

⦿内装材等の取り外し ・ ・（理由：            ）

⦿屋根ふき材の取り外し ・ ・（理由：            ）

⦿外装材の取り壊し ・ ・（理由：            ）

⦿上部構造部分の取り壊し ・ ・（理由：            ）

⦿基礎の取り壊し ・ ・（理由：            ）

・基礎ぐいの取り壊し ・ ・（理由：            ）

・その他（　　　　） ・ ・（理由：            ）

最終処分場名称

最上町東法田
928(36.0km)

検  図 製  図

・                                          ・ 図   面   名 特記仕様書 縮尺

・                                          ・ 位         置 北村山郡大石田町大字大石田乙630 Ｎ o

引渡しを要する機器類
  　・なし
　　※ただし、解体中に判明した場合は変更対象とする。

特記事項
大石田町役場   建設課
〒999-4112  北村山郡大石田町緑町１
 TEL 0237-35-2111  FAX 0237-35-2118

工   事   名 除雪車両基地（西側）解体工事 DATE

2

章

　

仮

設

工

事

⦿ 騒音・粉塵
　　等の対策

⦿ 足場その他

⦿ 監督職員
　　事務所

⦿ 工事用水
　　及び電力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《2.2.1》
騒音・粉塵等の対策
⦿防音シート

設置範囲及び高さ
⦿図示

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《2.2.2》
「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当
たっては、同ガイドラインの別紙１「手すり先行工法による足場の組
立て等に関する基準」における2の(2)手すり据置方式又は(3)手すり
先行専用足場方式により行う。

・設ける
・構内に新設する。
　　（規模及び仕上げの程度は工事補足説明事項による。）
⦿設けない

工事用水     構内既存の施設   ・利用できる（※有償・無償）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※利用できない
工事用電力  構内既存の施設   ・利用できる（※有償・無償）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※利用できない

⦿　内外装材類 ㈱最上ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
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・ 施工調査

・ ＰＣＢを含む
　機器類

材  料  名 厚さ
(㎜)

調査を行う範囲

※図示   ・工事対象範囲

※図示   ・工事対象範囲

※図示   ・工事対象範囲

⦿解体
　工事

・ガラス ・する
・しない

試料の吸引流量（l/min） ・ 1 ・ 5 ・ 1 0

試料の吸引時間（min） ・ 5 ・ 1 2 0 ・ 1 2 0

・蛍光ランプ、

分別解体等の方
法 再資源化の

有無
再資源化 施設
の名称等

25 25

　 ＨＩＤランプ

アスベスト含有建材の処理

⦿　アスベスト含有成形板の除去　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《6.5.1》
　　　　　除去対象範囲
　　　　　除去したアスベスト含有成形板の処分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《6.5.1》
⦿　アスベスト含有建材
　　　　　　※埋立処分（管理型最終処分場）
　　　　　　　 ㈱最上ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ

　ル管・継手

発注者に引渡しを要するもの
《1.3.10》

・金属類（盤類、電線・ケーブル、機器類を含む）

　

※図示   ・工事対象範囲

建設廃棄物の種類 処理作業室外 ・計  ８  点

処理作業室内 ・計  １  点

負圧・除じん
装置の排出吹出し口

出口吹出し風速 1m/sec以下
の位置
・計  １  点

処理作業室外
（敷地境界）

・計  ８  点

処理作業後
(シート養生中)

処理作業室内 ・計  ０  点

処理作業室内 ・計  １  点

⦿　アスファルト・コンク
リート

㈲北郡リサイクルセンター ・計  ８  点

・箇所数（      ） ・箇所数（  　  ）
サンプル数     １箇所あたり３サンプル
採取箇所     ・図示

・アスベスト粉じん濃度測定　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《6.1.3》
測定時期、場所及び測定点

測定名称 測定時期 測定箇所 測定点(各施工箇所ごと）

４

章

　

建

設

廃

棄

物

の

処

理

⦿ 再資源化等

⦿ 最終処分する
　  建設廃棄物

処理作業室内 ・計  １  点

測定３ 測定1,2,4,6,7,8 測定5

・硬質塩化ビニ ・する

・する
・しない

・しない

項     目 特     記     事     項 3
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・ 杭の解体

・ 樹木等

・  地下埋設物
　埋設配管

⦿ 解体後の整
地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《3.9.2》
杭の解体
・  行う           ・  行わない杭の解体工法
・  引抜き工法    ・  粉砕による解体
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《3.11.1》
樹木の伐採抜根及び移植
・  行う　　　　　・　行わない
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《3.12.1》
地下埋設物及び埋設配管の解体
・  行う （浄化槽、宅内消雪等）　　　　　・行わない
　
解体後の埋戻し及び盛土
⦿  行う　　　　・　行わない

整地高さ
⦿ 現状ＧＬ
・ 山砂の類
・ 他現場の建設発生土の中の良質土
・ 再生クラッシャーラン
埋戻し及び盛土に当たっては、各層30cm程度毎に締め固めること。
⦿　荒整地のみ行う
・  行わない
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⦿ アスベスト
　　含有建材
　　の処理工
　　事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《1.4.1》
・　施工調査
 ※アスベスト含有建材の事前調査
 工事着手に先立ち、目視及び貸与する設計図書等によりアスベ ストを含有している吹
き付け材、成形板、建築材料等の使用の有無について調査し、監督職員に報告する。
調査範囲（・　全般     　・　図示  ）
貸与資料（分析結果報告書）
・分析によるアスベスト含有建材の調査分析対象
アクチノライト、アモサイト、アンソフィライト、クリソタイル、クロシドライト、トレモライト
分析方法
※JIS A 1481「建材製品中のアスベスト含有率測定方法」による。

Ⅰ  工事概要
１．工事場所     山形県北村山郡大石田町大字大石田乙630

２．敷地面積     1332.02  ㎡

３．工事種目
　１）除雪車両基地（西側）解体一式
　　１）-１鉄骨造　327.4㎡
　　　　 　木造　 　34.8㎡

４．工事内容
　　・建物解体一式
　　・アスベスト含有建材撤去工事
　　・外構付属工作物解体撤去工事

５．工事範囲
　　※すべての躯体（捨てコンクリートまでとし、砂利地業は除く）
      及び仕上げ材すべてとする。
　　※基礎部分等を撤去し、あら整地のみ行う。
　　※内壁及び外壁のアスベスト含有建材除去工事を行う。
　　※外構付属工作物における下記の撤去も行う。
　　・屋内構造物の撤去
　　・その他、上記に附属するコンクリート構造物の撤去

Ⅱ  解体工事仕様
（１） 図面及び本特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通大
　　　臣官房官庁営繕部制定の「公共建築工事標準仕様書（建築工事
　　　編）（令和4年版）・同解説　令和5年版」（以下「解体共通仕
　　　様書」という。）による。
　　　 図面、本特記仕様書及び解体共通仕様書に記載されていない事
      項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の「公共建築改修工事
      標準仕様書（建築工事編）（令和4年版）［令和5年3月制定］」
      （以下「標準仕様書」という。）による。

（２）本特記仕様書の表記
　　１）項目は、⦿ 印の付いたものを適用する。
 　 ２）特記事項は、⦿ 印の付いたものを適用する。
　　　　⦿ 印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。
　　　　⦿ 印と※印の付いた場合は、共に適用する。
　　３）特記事項に記載の《  .  .  》内表示番号は、解体共通仕様書の
　　　　当該項目、当該図又は当該表を示す。
　　４）特記事項に記載の（  .  .  ）内表示番号は、標準仕様書の当該
　　　　項目、当該図又は当該表を示す。
　　５）特記事項に記載の［  .  .  ］内表示番号は、改修標準仕様書
　　　　の当該項目、当該図又は当該表を示す。
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⦿ 適用基準等

⦿ 発生材の処
理
　等

１）図面、本特記仕様書、解体共通仕様書、標準仕様書及び
     改修標準仕様書に記載のない事項は次の基準による。
・営繕工事電子納品要領（令和3年版）
                     国土交通省大臣官房官庁営繕部
・営繕工事写真撮影要領（令和5年版）
                     国土交通省大臣官房官庁営繕部
⦿ 公共建築工事積算基準（平成28年版）
                     国土交通省大臣官房官庁営繕部
⦿ 公共建築工事共通費積算基準（令和7年版）
                     国土交通省大臣官房官庁営繕部
⦿ 公共建築工事標準単価積算基準（令和7年版）
                     国土交通省大臣官房官庁営繕部
⦿ 公共建築数量積算基準（令和5年版）
                     国土交通省大臣官房官庁営繕部
・山形県電子納品取扱要領（令和3年2月10日）
                       山形県県土整備部建設企画課
・山形県建築工事写真撮影要領（令和2年3月）
                       山形県県土整備部建築住宅課

２）本特記仕様書における「標準詳細図」とは次の基準を示す。
　建築工事標準詳細図（令和4年版）
　　　　　　　　　　　　　　国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課

・特定建設資材の分別解体等及び再資源化等
　　 本工事は、特定建設資材を用いた建築物等に係る解体工事
　又はその施工に特定建設資材を使用する新築工事等であっ
　て、その規模が「建設工事に係る資材の再資源化等に関する
　法律」（平成１２年５月３１日法第１０４号。以下「建設リサイク
　ル法」という。）施行令又は都道府県が条例例で定める建設工
　事の規模に関する基準以上の工事であるため、建設リサイク
　ル法に基づき分別解体等及び特定建設資材の再資源化等の
　実施について適切な措置を講ずることとする。
　　工事契約後に明らかになったやむをえない事情により、予定し
　た条件により難い場合は、監督職員と協議するものとする。
　　また、分別解体・再資源化の完了時に、再資源化等が完了した
　年月日、再資源化等をした施設の名称及び所在地、再資源化
　等に要した費用を書面にて監督職員に報告する。

　分別解体等の方法

材  料  名 定性分析 定量分析
・箇所数（      ） ・箇所数（   　 ）
・箇所数（      ） ・箇所数（   　 ）

作業内容工程

中間処理施設

⦿　コンクリート

⦿　コンクリート及び鉄か

  　ら成る建設資材

コンクリート二次製品）

㈲北郡リサイクルセンター

㈲北郡リサイクルセンター

（PC板、コンクリート平板、

測定方法

《4.4.1》

種  類 所在地等（km）

建設廃棄物の種
類

所在地（km）

摘要

処理作業後

 シート撤去後

１週間以降

処理作業室外

（敷地境界）

処理作業前

処理作業中
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メンブレンフィルタ

直径（㎜）


